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1 国民健康保険に関する各種推移 

 

(1) 国民健康保険事業特別会計の財源構成  

 

 

 

  

 

 

  

県負担分 70.7%

町負担分

6.5%

被保険者負担分

（国民健康保険税）

21.4%

基金 1.3%
その他 0.1%

令和４年度予算額(歳入) 総額 34億6,900万円

県負担分

24億5,263万３千円

町負担分（繰入金）

２億2,515万４千円

被保険者負担分

７億4,222万７千円

基金（繰入金）

4,650万６千円

その他（繰越金、利子収

入、延滞金等 ）

248万円

国民健康保険事業費納付金

28.0%

保険給付費

69.7%

保健事業費

0.8%

その他 1.5%

令和４年度予算額(歳出) 総額 34億6,900万円

国民健康保険事業費納付金

９億7,293万１千円

保険給付費

24億1,709万４千円

保健事業費

2,681万６千円

その他

5,215万９千円
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(2) 国民健康保険被保険者数の推移 

 

※ 被保険者数については、各年度末時点。 

 

前期高齢者数内訳 

※ 被保険者数については、各年度末時点。

  令和元年度 令和２年度 令和３年度 
令和４年度 

（９月末時点） 

被保険者数 

（０～74歳） 
7,620人 7,495人 7,118人 7,050人 

前期高齢者数 

（65～74歳） 
3,890人 3,828人 3,626人 3,527人 

前期高齢者 

割合 
51.0% 51.1% 50.9% 50.0％ 

  令和元年度 令和２年度 令和３年度 
令和４年度 

（９月末時点） 

被保険者数 

（65～69歳） 
1,831人 1,664人 1,533人 1,501人 

被保険者数 

（70～74歳） 
2,059人 2,164人 2,093人 2,026人 

70～74歳 

割合 
52.9% 56.5% 57.7% 57.4％ 
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(3) 保険給付費の推移 

 

 
※ 令和４年度については、見込額。     

 

 

 

 

  

※ 令和４年度については、見込額。     

 

 

 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

保険給付費 25.3億円 24.2億円 24.0億円 23.9億円

20.0億円

22.0億円

24.0億円

26.0億円

28.0億円

保
険
給
付
費

保険給付費

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

給付費 322,013円 317,554円 326,301円 341,039円

250,000円

270,000円

290,000円

310,000円

330,000円

350,000円

保
険
給
付
費

一人当たり保険給付費
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 (4) 国民健康保険事業費納付金の推移 

 

※ 令和４年度については、予算額を記載。 

 

(5) 国民健康保険税の改定状況 

 

 

 

 

 

  医療給付費分 
後期高齢者 

支援金分 
介護納付金分 合計 

Ｒ１ 759,760,966円 265,584,127円 80,214,877円 1,105,559,970円 

Ｒ２ 671,653,095円 241,832,481円 83,337,283円 996,822,859円 

Ｒ３ 635,819,908円 238,555,481円 85,625,560円 960,000,949円 

Ｒ４ 648,665,000円 235,226,000円 89,040,000円 972,931,000円 

  

  

医療給付費分 
後期高齢者 

支援金分 
介護納付金分 

所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 所得割 均等割 

Ｒ１ 6.1% 23,000円 21,000円 2.7% 12,500円 2.2% 11,500円 

Ｒ２ 6.2% 24,500円 21,000円 2.8% 13,000円 2.3% 12,000円 

Ｒ３ 6.2% 24,500円 21,000円 2.8% 13,000円 2.3% 12,000円 

Ｒ４ 6.2% 24,500円 21,000円 2.8% 13,000円 2.3% 12,000円 

年度 

区分 

年度 

区分 



5 

 

２ 国民健康保険賦課税率等の見直しのポイントと予定 

 

【国民健康保険運営協議会の協議のポイント】 

(1) 国民健康保険の財源は、県（交付金）、町（繰入金）及び被保険者（国民健康保

険税）が担います。 

(2) 被保険者数は減少傾向にあり、令和４年度以降は、団塊の世代の一部が後期高

齢者となります。 

(3) 比較的所得水準が低く、医療の受診の必要性が高い前期高齢者（65～74歳）が

被保険者数の 50％以上を現時点では占めています。 

(4) コロナ禍からの経済社会活動の正常化が進んでいることから、増収が見込まれ

ます。 

(5) 被保険者の高齢化や医療技術の向上に伴い、一人当たり保険給付費は年々増加

しています。 

(6) 事業費納付金は、令和５年度以降も県の決算剰余金の活用が見込めないことか

ら事業費納付金の増額が見込まれます。 

 

【国民健康保険運営協議会の開催状況と今後の予定について】 

開催予定 主な審議内容 

第 1回 
令和 4年 

７月 25日 

１ 大磯町国民健康保険の現状について 

２ その他 

第２回 
令和 4年 

８月 23日 

１ 令和３年度大磯町国民健康保険事業特別会計決算(案)

について 

２ 保険給付費の現状について 

３ その他 

第３回 
令和 4年 

11月 28日 

１ 大磯町国民健康保険税率の改定について【第１回】 

２ その他 

第４回 

令和 4年 

12月 26日 

（予定） 

１ 大磯町国民健康保険税率の改定について【第２回】 

２ 答申について 

３ その他 

第５回 

令和５年 

３月 27日 

（予定） 

１ 令和５年度大磯町国民健康保険事業特別会計予算につ

いて 

２ その他 
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３ 出産育児一時金に係る動向について 

政府は、原則 42万円が支給されている「出産育児一時金」をめぐって、来年度か

ら大幅に増額する方針を示しています。 

しかし、現時点では、法改正の時期、金額は未定です。 

 

〇 出産育児一時金の概要 

・ 対象者は、国民健康保険被保険者が出産した場合です。 

・ 支給金額は、42万円を限度に支給しています。 

・ 負担割合は、町が３/４（一般会計から繰り入れ）、国民健康保険税で１／４を

負担します。 

・ 根拠法令は、国民健康保険法第 58条、大磯町国民健康保険条例第６条です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




